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第１ はじめに 

    日々の住民生活に一番近いところで行政を担う市町村においては、途切れることなく

住民が必要とする行政サービスを提供できるよう、健全かつ安定した財政運営を確保す

ることが求められています。 

 

しかし、近年、国や自治体の財政状況が悪化する中、平成18年6月、北海道夕張市が

多額の負債を抱えて財政破綻状態に陥るなど、地方財政に対する危機管理制度が十分に

機能していないといった課題が浮き彫りとなりました。 

 

そこで、国においては、従前の財政再建法の見直しに着手し、自治体の財政状況を公

営企業や第三セクター等も含めた連結会計ベースで把握・公表するとともに、破綻を未

然に防ぐため、財政状況の悪化を早期に発見・是正するための新たな財政再生制度を盛

り込んだ「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」が平成19年6

月に成立し、平成21年4月から施行・スタートしました。 

 

この財政健全化法に基づき、各自治体では、連結会計ベースでの健全化判断比率及び

資金不足比率による財政健全化判断指標の算定・公表が義務づけられています。 

なお、本町における健全化判断指標（平成26年度決算）については、全て基準値の

範囲内と良好な数値を示しており、財政の健全性は確保されているといえます。 

 

また、平成18年8月に、総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

ための指針」が示され、行政改革の一環として、資産・債務管理の観点から「地方公会

計改革」に取り組むこととされました。 

 

この指針に基づき、既存の実質収支や経常収支比率など現金収支を中心とした財務情

報だけでなく、資産や負債などの情報開示や減価償却など現金主義会計では表しきれな

い将来コストなどについて、企業会計的手法を用いた「財務書類４表（貸借対照表、行

政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）」を整備・公表するよう地方公

共団体に要請がなされました。 

 

本町においては、平成23年度（平成22年度決算）から、総務省方式改訂モデルによ

る財務書類４表を、普通会計・特別会計・一部事務組合等を含めた連結ベースで作成・

公表しています。 

これまでの決算書とは別の角度から財政状況を分析することにより、資産・債務情報

等を含めた財務状況を開示し、行政の更なる透明性の確保、説明責任の履行に努めると

ともに、今後の健全な財政運営に繋げていきたいと考えています。 

 

なお、平成27年1月には、従来の作成方式に代わり、複式簿記の導入や固定資産台帳

の整備を前提とした統一的な基準が示されるとともに、同基準に基づく財務書類等を平

成29年度までに作成することが総務省から全地方公共団体に要請されました。本町に

おいても、今後、固定資産台帳の整備や公会計システムの導入を進め、統一的な基準に

よる財務書類へ移行することを予定しています。 
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第２ 背景・目的等 

 

１ 導入の背景 

現行の地方公共団体の財務会計は、年度単位を基本とする「現金主義（単式簿記）」

が採用されており、歳入・歳出の現金収支計算により決算書を作成しています。 

現金主義の特徴は、定められた予算に基づいて現金を支出するため、議会による予

算執行のチェック機能が働きやすく、現金の収受のみを認識基準とするため、客観性・

確実性の観点から、公金の適正な会計処理に適したものとなっています。 

その反面、これまでに資産がどの程度形成されていて、その財源や負債の状況はど

うなっているのかといった情報（ストック情報）が不十分であると指摘されています。

また、現金主義に基づく公会計制度においては、現金支出以外に発生しているコスト

（減価償却費など）を把握することができません。 

そこで、総務省はこの問題点を補うため、平成 18 年 8 月に「地方公共団体におけ

る行政改革の更なる推進のための指針」を示し、発生主義の活用及び複式簿記の考え

方（企業会計的手法）を導入した新地方公会計制度の整備推進に取り組んでおり、そ

の一環として、全ての自治体に財務書類４表の作成・公表が求められています。 

  

 ２ 目的・効果 

    財務書類４表の整備目的・効果は、次の３点とされています。 

 

（１）住民に対する開示で得られる効果（透明性の向上、説明責任の履行） 

決算書の歳入歳出決算の状況に加え、資産や行政コストの情報も含めた財務書

類を作成・公表することにより、行政の透明性を高める効果があります。 

 

（２）行政経営への活用で得られる効果（マネジメント力の向上） 

財務書類から得られる情報により、まちの特徴や課題を踏まえた財政運営の方

向性検討に活用することで、マネジメント力を高める効果が期待されています。 

 

（３）整備過程で得られる効果（資産・債務の適切な管理） 

新地方公会計制度の整備にあたっては、「資産台帳の整備」と「資産の適切な

評価」が求められており、固定資産情報の整備により、遊休資産の売却･活用

の促進、減価償却情報の建替・修繕計画への活用等の効果が期待されています。 

 

３ 宇治田原町における財務書類４表について 

本町においては、平成 17 年度決算から、普通会計ベースによる貸借対照表（バラ

ンスシート）や行政コスト計算書、資金収支計算書の３表を作成・公表してきました

が、平成 22 年度決算からは、新地方公会計制度推進の趣旨に基づき、全ての会計及

び関連団体を含めた連結会計ベースによる貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支

計算書、純資産変動計算書の財務書類４表の作成・公表に移行しました。 
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４ 財務書類の作成基準 

（１）作成方法（採用モデル） 

平成 19 年 10 月に総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」

における「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

総務省からは、複式簿記による会計処理や全ての資産台帳の整備等を初期の段階か

ら必須とする「基準モデル」と、決算統計等の集計データを活用した簡便法を採用と

した「総務省方式改訂モデル」の２つのモデルが示されています。 

なお、本町が総務省方式改訂モデルを採用している理由は下記のとおりです。 

① 発生主義による会計処理(日々の仕訳)を行う複式簿記の導入等は、財務会計

システムの改修に伴う多額の経費や多大な人的労力が必要であること。 

② 決算統計情報等の既存のデータを活用することで、比較的簡便に作成でき、

早期に財務諸表の整備効果が発現できること。 

③ 多くの自治体が総務省方式改訂モデルにより作成していることから、団体

間比較を行う上で有効であること。 

 

（２）連結対象会計等 

① 宇治田原町に属する全ての会計 

普通会計 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

奥山田地区簡易水道事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

水道事業会計 

② 関連団体（宇治田原町が加入する全ての一部事務組合・広域連合） 

城南衛生管理組合 

京都府自治会館管理組合 

京都地方税機構 

京都府後期高齢者医療広域連合 

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合 

京都府市町村職員退職手当組合 
（※京都府市町村退職手当組合については、普通会計の財務書類作成において退職手当組
合を連結したものとする「みなし連結」を採用） 

③ 宇治田原町が出資している地方三公社 

城南土地開発公社 

 

（３）作成基準日 

平成 26 年度末日（平成 27 年 3 月 31 日）を作成基準日としています。なお、出

納整理期間（平成 27 年 4 月 1 日～5 月 31 日）における収入支出については、作

成基準日までに終了したものとして処理しています。 
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第３ 貸借対照表 

 

貸借対照表とは、宇治田原町が保有している「財産の規模」を表すもので、住民サ

ービス提供のためにどのような資産を保有しているかと、その資産がどのような財源

で構成されているかを対照表示した財務書類です。左側に「資産」を、右側に「負債」

及び「純資産」を表示し、「資産」は「負債」・「純資産」の合計と一致することから、

貸借対照表はバランスシートとも呼ばれます。 

「資産」とは、「将来の資金流入をもたらすもの（例：貸付金、基金等）」や「将来

の行政サービス提供能力を有するもの（例：学校、道路等）」であり、「負債」とは「将

来の資金流出をもたらすもの（例：地方債等）」です。「純資産」は、資産と負債の差

額で、これまでに一般財源や国・府補助金などで整備したものを表します。 

 本町は、313 億 8,595 万円の資産を保有し、その財源については、負債 95 億 1,374

万円（30.3％）と純資産 218 億 7,220 万円（69.7％）で構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資産】 

   ・平成 26 年度末の資産総額は 313 億 8,595 万円、住民 1 人あたり 323 万円となって

います。（※平成 27 年 3 月 31 日 住民基本台帳人口 9,692 人） 

   ・資産の中では、住民サービスに供されている有形固定資産（公共資産）が 276 億

6,294 万円と最も多く、全体の 88.1％を占めています。主な有形固定資産としては、

全体 住民1人あたり 全体 住民1人あたり

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 27,662,947 2,854 （１）地方債 7,704,560 795

（２）その他 33,069 3 （２）長期未払金 40 0

（３）退職手当引当金 606,031 63

（４）その他 18,012 2

２　投資等

（１）投資及び出資金 22,486 2 ２　流動負債

（２）貸付金 2,179 0 （１）翌年度償還予定地方債 573,062 59

（３）基金等 1,656,884 171 （２）短期借入金 394,157 41

（４）長期延滞債権 101,696 10 （３）未払金 73,657 8

（５）回収不能見込額 △ 79,482 △ 8 （４）賞与引当金 60,611 6

（５）その他 83,614 9

３　流動資産 負債合計 9,513,744 982

（１）資金 1,893,233 195

（２）未収金 98,108 10

（３）その他 △ 5,168 △ 1

純資産 21,872,207 2,257

純資産合計 21,872,207 2,257

資産合計 31,385,951 3,237 負債・純資産合計 31,385,951 3,237

純資産の部

平成26年度　連結貸借対照表
（平成27年3月31日）

借方 貸方　　　　　　　　（単位：千円）

資産の部 負債の部



5 

 

公共下水道資産 70 億 4,364 万円、学校等の教育資産 62 億 7,385 万円、道路・橋梁・

公営住宅等の生活インフラ・国土保全資産 61 億 4,703 万円、水道資産（奥山田簡

水含む）39 億 4,027 万円、林道・町有林等の産業振興資産 18 億 8,125 万円となっ

ています。 

   ・また、その他の公共資産に売却可能資産（普通財産）を計上しており、1,808 万円

の保有状況となっています。 

   ・投資等では、基金等が 16 億 5,688 万円（資産全体の 5.3％）と最も多く、庁舎建設

基金や公共施設整備基金等の特定目的基金や退職手当組合積立金を計上しています。 

・また、長期延滞債権（納付期限から 1 年を超えている債権）として 1 億 169 万円を

計上しています。主な延滞債権としては、国保税 4,760 万円、町税 3,707 万円、下

水道負担金 1,253 万円、介護保険料 201 万円、保育料 86 万円となっており、延滞

債権の徴収強化・早期回収に取り組む必要があります。なお、過去の徴収率を勘案

し、長期滞納債権のうち△7,948 万円を回収不能見込額として計上しています。 

・流動資産は、財政調整基金 12 億 9,291 万円、水道事業会計現金預金 3 億 3,097 万

円、歳計現金 1 億 8,079 万円など合計 19 億 8,617 万円を計上しています。この金

額が多いほど、今後の財政運営に余力があるといえます。 

 

【負債】 

   ・負債は 95 億 1,374 万円、住民 1 人あたり 98 万円となっています。 

   ・負債の中では、資産を取得するために発行した地方債残高が 77 億 456 万円と最も

多く、全体の 81.0％を占めています。主なものとしては、道路・学校施設等の公共

資産の形成に要した地方債 37 億 8,414 万円、公共下水道の整備に要した地方債 30

億 6,294 万円、水道施設（奥山田簡水含む）の整備に要した地方債 7 億 4,040 万円

を計上しています。 

   ・また、年度末に全職員が退職した場合に支払うことが必要とされる退職手当引当金

として 6 億 603 万円、翌年度に償還が予定されている地方債元利償還金 5 億 7,306

万円などを計上しています。この他、国保会計の繰上充用金 6,631 万円や城南土地

開発公社の短期借入金（本町出資額見合分）3 億 2,784 万円、企業会計（水道）の

未払金 7,359 万円等を流動負債として計上しています。 

   ・これらの負債の償還財源には、将来の税収等を充当する必要があり、将来世代の負

担に繋がることから、健全な財政運営を図る観点からも、引き続き負債総額の抑制

に努める必要があります。 

 

   【純資産】 

   ・資産から負債を差し引いた純資産総額は、218 億 7,220 万円、住民 1 人あたり 225

万円となっています。資産を形成したこれまでの世代が負担した金額が計上されて

います。 

   ・純資産の財源内訳は、国・府からの補助金 64 億 866 万円、税収等の一般財源 167

億 8,784 万円、資産評価差額 5,894 万円などとなっています。なお、これらを合計

すると純資産総額を上回りますが、この差額△13 億 8,324 万円は、対応する資産が

ないにもかかわらず将来の一般財源により賄わなければならない負担（退職手当引

当金等）が存在することを示しています。 
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 【貸借対照表からわかること】 

 

 

・世代間負担の公平性（社会資本形成の世代間負担比率） 

    貸借対照表の有形固定資産（公共資産）合計額は、住民サービスを提供するために

保有している資産ですが、純資産に着目すると、この資産をこれまでの世代の負担で

賄ってきた割合が、負債に着目すると、将来の世代に負担していただかなければなら

ない割合をみることができます。 

 

 ○「これまでの世代による」社会資本形成の負担比率（％）＝純資産÷有形固定資産 

  

 ○「将来世代による」社会資本形成の負担比率（％）＝負債合計÷有形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度の本町の比率は、これまでの世代（過去・現世代）の負担が 79.1％、

将来世代の負担が 34.4％となっています。 

社会資本の整備にあたっては、過去・現世代と将来世代が適切なバランスで負担

する必要がありますが、一般的には、過去・現世代負担が 50～90％、将来世代負

担が 15～40％が平均的といわれており、本町の世代間比率は平均的な水準を確保

していることから、適正な世代間負担により社会資本の整備が図られているといえ

ます。 

（※社会資本形成の財源とならない地方債も含まれるため、過去・現世代負担比

率と将来世代負担比率の合計は 100％にはなりません） 
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・資産形成度（有形固定資産の構成割合） 

   行政分野ごとの資産形成の比重を表すもので、資産形成の特徴をみることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の有形固定資産については、生活インフラ・国土保全が 48.1％と有形固定資産形

成の約半分を占めています。これは、道路、公営住宅、下水道施設などのインフラ整備

に重点がおかれてきたことを示しています。教育は、小中学校、学校給食共同調理場、

総合文化センター、体育館などが含まれ、耐用年数も長いことから資産残高が比較的多

く、22.7％の比率を占めています。環境衛生は、水道施設の資産残高がそのほとんどを

占めています。 

   福祉や総務などの割合が少ないのは、これらの行政活動の性格が、資産形成よりも人

的サービスや給付サービスに重点を置いていることによるものです。 

 

 

・資産老朽化比率（有形固定資産の構成割合） 

   有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより、建物などを整備してからどの程度老朽化が進んでいるのかを全

体として把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

①減価償却累計額 19,417,901
②有形固定資産 27,662,947
③土地 3,797,723
資産老朽化比率（①／（②－③＋①）） 44.9%
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資産老朽化比率の平均的な値は 35～50％です。本町の比率 44.9％は平均の範囲内で

すが、経年で比較すると増加傾向にあり、資産の老朽化が進行していることがわかりま

す。今後更にこの比率が高くなった場合、建物の建て替えや修繕のための投資が必要と

なる可能性が高くなります。 

 

・住民１人あたり資産・負債額 

  住民１人あたりの資産額を経年比較すると過去５年では約320万円でほぼ横ばいとなっ

ています。負債については平成 26 年度末で 98 万円となっていますが、人口減少や地方債

発行額の増加等により３年連続で増加しています。 

 

 ○資産合計÷住民基本台帳人口（各年度末現在） 

 ○負債合計÷住民基本台帳人口（各年度末現在） 

 

住民１人あたり資産・負債額の推移 

（単位：千円）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産老朽化比率の推移 
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第４ 行政コスト計算書 

 

    行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、ごみ収集や福祉サービスなどの人

的サービスや給付サービスなど、資産形成に結び付かない経常的な行政サービスに係

る費用（経常行政コスト）と、施設使用料や手数料など主に行政サービスの提供によ

る直接的な対価として得られた受益者負担（経常収益）を対比させた財務書類です。 

    行政サービス提供のために最も重要な財源である税収は、経常収益に含めないため、

経常行政コストと経常収益を比較すると、一般的には大幅なコスト超過となります。 

その差額（純経常行政コスト）は、民間企業の損益計算書で表される利益の概念と

は異なり、地方税や地方交付税といった一般財源や国・府補助金などで賄わなければ

ならないコストを表しています。 

 

  

（単位：千円）

全体 住民1人あたり

１　人に係るコスト
　（１）人件費 993,056 102
　（２）退職手当等引当金繰入金等 107,712 11
　小計 1,100,768 114

２　物に係るコスト
　（１）物件費 827,642 85
　（２）維持補修費 53,203 5
　（３）減価償却費 946,854 98
　小計 1,827,699 189

３　移転支出的なコスト
　（１）社会保障給付 2,920,683 301
　（２）補助金等 910,376 94
　（３）他会計等への支出額等 131,677 14
　小計 3,962,736 409

４　その他のコスト
　（１）公債費支払利息等 130,273 13
　（２）その他 107,646 11
　小計 237,919 25

Ａ　経常行政コスト（1＋2＋3＋4） 7,129,122 736

１　使用料・手数料 120,126 12
２　分担金・負担金・寄附金 1,370,359 141
３　保険料 469,535 48
４　事業収益等 348,535 36
５　その他特定行政サービス収入 32,954 3

Ｂ　経常収益（1+2+3+4+5） 2,341,509 242

（差引）純経常行政コスト　Ａ－Ｂ 4,787,613 494

（受益者負担比率）Ｂ/Ａ 32.8%

平成26年度　連結行政コスト計算書
(平成26年4月1日～平成27年3月31日）
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【経常行政コスト】 

   ・経常行政コストは全体で 71 億 2,912 万円､住民 1 人あたり 73 万円となっています。 

・最も多いのは、社会福祉や医療扶助等の社会保障給付で 29 億 2,068 万円（全体の

41.0％）を計上しています。 

・この他、人件費 9 億 9,305 万円、物件費 8 億 2,764 万円のほか、現金支出を伴わな

い減価償却費 9 億 4,685 万円などを計上しています。 

 

 【経常収益】 

   ・経常収益は、施設利用料や分担金・負担金など、直接の受益者負担に相当する収入

額であり、全体で 23 億 4,150 万円、住民 1 人あたり 24 万円となっています。 

   ・最も多いのは、国民健康保険や介護保険等に対する関係団体からの分担金・負担金・

寄附金で 13 億 7,035 万円を計上しています。 

・経常収益の額の経常行政コストに対する比率、いわゆる受益者負担比率は 32.8％と

なっています。 

 

 【純経常行政コスト】 

   ・経常行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は 47 億 8,761 万

円、住民 1 人あたり 49 万円となり、この部分が直接の受益者負担ではなく、町税

等の一般財源や国・府補助金などの公費で賄われていることを表しています。 

 

 

【行政コスト計算書からわかること】 

・財政の自律性（受益者と公費の負担バランス） 

   ・本町の連結経常行政コスト（71 億 2,912 万円）に対する受益者負担比率は 32.8％

となっています。 

・この連結会計ベースの受益者負担比率は、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医

療など、保険料・分担金・負担金など一定の受益者負担で賄うことを前提とした制

度により、受益者負担比率が高くなる特別会計等と、普通会計（一般会計）を連結

した数値となっています。 

   ・なお、本町の普通会計の経常行政コスト（36 億 7,169 万円）を見ると、国・府から

の支出金や町単費といった公費支出も多いため、普通会計の受益者負担比率は3.1％

となっています。この数値は、2～8％が平均値とされる中では適正範囲内に収まっ

ており、本町における受益者と公費の負担バランスは適正水準を確保できていると

いえます。 
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第５ 純資産変動計算書 

 

    純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間で

どのように変動したかを表す財務書類です。 

純資産は、今までの世代が負担してきた部分であり、１年間で今までの世代が負担

してきた部分が増えたのか減ったのかが分かることになります。 

具体的には、純経常行政コストに対して一般財源及び経常的な補助金等の受入の金

額がどの程度あるかを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的

な財源によってどの程度賄われているかを表すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【純資産変動計算書の概要】 

   ・本町では、純経常行政コスト 47 億 8,761 万円に対して、地方税や地方交付税など

の一般財源が 24 億 6,038 万円、経常的なコストに対する補助金 18 億 4,992 万円な

ど、公費による財源調達額の合計は 45 億 8,358 万円であり、平成 26 年度は 2 億

403 万円の財源不足となったことを示しています。 

   ・また、臨時損益として、災害復旧事業費などに係る損失 1 億 6,061 万円を計上して

いるほか、地方公営企業会計基準の見直し（みなし償却制度の廃止）に伴い、水道

事業会計において減価償却累計額が大幅に増加（4 億 7,502 万円）したことなどに

より、純資産の残高は、期首に比べて△8 億 4,544 万円（住民１人あたり△8 万円）

と大きく減少しています。 

（単位：千円）

全体 住民1人あたり

期首純資産残高 22,717,654 2,344

　　　純経常行政コスト △ 4,787,613 △ 494

　　　財源調達
　　　　　地方税 1,574,970 163
　　　　　地方交付税 885,414 91
　　　　　補助金等受入 1,849,921 191
　　　　　その他行政コスト充当財源 273,275 28

　　　臨時損益 △ 160,617 △ 17

　　　その他 △ 480,797 △ 50

期末純資産残高 21,872,207 2,257

平成26年度　連結純資産変動計算書

(平成26年4月1日～平成27年3月31日）

（注）一部事務組合・広域連合等の連結割合が年度毎の経費負担割合に応じて変動すること等によ
り、純資産の期首残高は前年度報告書の期末残高と一致しない。
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第６ 資金収支計算書 

 

   資金収支計算書は、民間企業会計におけるキャッシュフロー計算書に該当するもので、

４月１日から翌年３月３１日までの１年間における資金（歳計現金＋財政調整基金）の

出入りの情報を次の３つの区分に分けて表したものです。 

 

  ① 経常的収支 

（人件費や物件費等の経常的な行政サービス支出）－（地方税などの経常的な収入） 

② 公共資産整備収支 

（普通建設事業等の支出）―（国府支出金や地方債発行額等の収入） 

  ③ 投資・財務的収支 

（地方債償還額や基金積立額等の支出）―（貸付金回収や財産売却益等の収入） 

 

   なお、この３つの収支区分は、経常的収支で生じた収支余剰（黒字）で公共資産整備

収支と投資・財務的収支の収支不足（赤字）を穴埋め（補填）する関係になります。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金収支計算書の概要】 

本町では、経常的収支は 8 億 6,549 万円の収入超過に対して、公共資産整備収支△4

億 1,097 万円と投資・財務的収支△6 億 5,022 万円との合計が△10 億 6,119 万円の支出

超過となり、全体収支では△1 億 9,570 万円の支出超過となったことから、期首にあっ

た資金（歳計現金＋財政調整基金）残高が減少していることを表しています。 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

全体 住民1人あたり

期首資金残高 2,088,941 216

　１　経常的収支額 865,490 89

　２　公共資産整備収支額 △ 410,975 △ 42

　３　投資・財務的収支額 △ 650,223 △ 67

　　　当年度資金増減額（1＋2＋3） △ 195,708 △ 20

期末資金残高 1,893,233 195

平成26年度　連結資金収支計算書
(平成26年4月1日～平成27年3月31日）

（注）一部事務組合・広域連合等の連結割合が年度毎の経費負担割合に応じて変動すること等により、純
資産の期首残高は前年度報告書の期末残高と一致しない。



13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基礎的財政収支（プライマリーバランスの概要】 

   基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、収入・支出総額から地方債の発行や償

還、財政調整基金などの基金の積立や取崩を除いた収支により算定されます。 

このプライマリーバランスは、政策のために必要となる費用が、その時点の税収でど

こまで賄われているかを示すものであり、持続可能な財政バランスを計る指標として使

用されます。 

また、歳出が税収を上回り、プライマリーバランスが赤字の状態が続けば、借金を続

け、債務残高は増加の一途を辿ります。逆に十分な黒字が続けば債務残高は減少します。

そのためプライマリーバランスの改善は財政健全化の一歩とも言われています。 

平成 26 年度のプライマリーバランスは、8,782 万円の黒字となりましたが、ここ数年

は黒字額が減少傾向にあることから、地方債発行の抑制や財政調整基金の取り崩しに依

存しない財政運営に努め、プライマリーバランスの黒字を維持していく必要があります。 

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）の推移 

                                     （単位：百万円）

　基礎的財政収支（プライマリーバランス） （単位：千円）

全体 住民1人あたり

　１　歳入総額 9,073,941 936

　２　地方債発行額 △ 660,123 △ 68

　３　財政調整基金等取崩額 △ 172,561 △ 18

　　　歳入調整後Ａ（1＋2＋3） 8,241,257 850

　１　歳出総額 8,940,402 922

　２　地方債元利償還金 △ 693,069 △ 72

　３　財政調整基金等積立 △ 93,897 △ 10

　　　歳出調整後Ｂ（1＋2＋3） 8,153,436 841

基礎的財政収支　Ａ－Ｂ 87,821 9
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